


















中小企業者等の少額減価償却資産の取得価額の損金算入の特例措置の延長 

（要望の措置の適用見込み積算資料） 

１．法人 

（１）「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書」（以下、「適用実態調査」）の情

報がある平成 27年度から令和元年度までの適用社数から、平均伸び率を算出。 

平成 27年度 489,992件 

平成 28年度 510,262件（前年度比  4.1％） 

平成 29年度 531,317件（前年度比  4.1％） 

平成 30年度 549,545件（前年度比  3.4％） 

令和元年度  585,631件（前年度比  6.5％）  平均 4.5％ 

（２）「適用実態調査」の令和元年度実績に、（１）で算出した平均伸び率を掛け、令和２年

度以降の適用社数を推計。 

  令和元年度  585,631社 

令和 2年度  611,984社（585,631×1.045） 

令和 3年度  639,523社（611,984×1.045） 

令和 4年度   668,301社（639,523×1.045） 

令和 5年度   698,374社（668,301×1.045） 

２．個人 

（１）「中小企業実態基本調査」の平成 30年度実績に、１．（１）で算出した伸び率を掛け、

令和元年度以降の適用者数を推計。 

平成 28年度 59,147者 

平成 29年度 80,433者 

平成 30年度 34,926者 

令和元年度  36,497者（34,926×1.045） 

令和 2年度  38,139者（36,497×1.045） 

令和 3年度  39,855者（38,139×1.045） 

令和 4年度  41,648者（39,855×1.045） 

令和 5年度  43,522者（41,648×1.045） 
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３．地方法人二税の減収見込み額 

（１）法人住民税

  37,088百万円（※１） × 7.0％（法人住民税率） 

＝ 2,596百万円 

  （※１）令和 4年度の国税減収見込額 

令和元年度の減収額（325億円）から、4.5％（平成 27年度から令和元年度ま

での適用社数の平均伸び率）ずつ増加するものと推計 

（２）法人事業税の減収額

①法人事業税所得割の減収額

159,862百万円（※２） × 7.0％（外形外法人の税率） ＝ 11,190百万円 

（※２）37,088 百万円 ÷ 23.2％（法人税率） 

②地方法人特別税の減収額

  11,190百万円 × 37.0％（外形外法人の税率） ＝ 4,140百万円 

（３）合計

  2,596百万円 ＋ 11,190百万円 ＋ 4,140百万円 ＝ 17,926百万円 
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基本方針を策定し、及びこれに基づき策定された沖縄振興計画に基

づく事業を推進する等特別の措置を講ずることにより、沖縄の自主性

を尊重しつつその総合的かつ計画的な振興を図り、もって沖縄の自

立的発展に資するとともに、沖縄の豊かな住民生活の実現に寄与す

ることを目的とする。  

（定義）  

第三条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞ

れ当該各号に定めるところによる。  

六 情報通信産業 情報記録物（新聞、書籍等の印刷物を除く。）の

製造業、電気通信業、映画、放送番組その他影像又は音声その他

の音響により構成される作品であって録画され、又は録音されるも

のの制作の事業、放送業（有線放送業を含む。）、ソフトウェア業、

情報処理・提供サービス業及びインターネット付随サービス業（イン

ターネットを利用した通信又は情報の処理若しくは提供に関する事

業活動であって政令で定めるものを行う業種をいう。）をいう。

七 特定情報通信事業 情報通信産業に属する事業のうち、情報の

電磁的流通（符号、音響、影像その他の情報の電磁的方式による

発信、伝送又は受信をいう。）の円滑化に資する事業、情報処理の

高度化を支援する事業その他の企業等の経営の能率及び生産性

の向上を図る事業であって、その事業を実施する企業の立地を図

ることが情報通信産業の集積を特に促進するものとして政令で定

めるものをいう。 

八 情報通信技術利用事業 情報通信産業以外の業種に属する事

業者が情報通信の技術を利用する方法により商品又は役務に関

する情報の提供を行う事業その他の政令で定める事業をいう。  

（情報通信産業振興計画の作成等）  

第二十八条 沖縄県知事は、情報通信産業の振興を図るための計画

（以下「情報通信産業振興計画」という。）を定めることができる。  

２ 情報通信産業振興計画は、次に掲げる事項について定めるものとす

る。 

一 略 

二 情報通信産業の振興を図るため必要とされる政令で定める要件

を備えている地域の区域 

三 前号の区域内において特定情報通信事業を実施する企業を促

進するため必要とされる政令で定める要件を備えている地区を定

める場合にあっては、その区域 

３～８項 （略） 

（情報通信産業特別地区における事業の認定）  

第三十条 提出情報通信産業振興計画に定められた情報通信産業特

別地区の区域において設立され、当該区域内において特定情報通信

事業を営む法人は、当該区域内に本店又は主たる事務所を有するも

のであること、常時使用する従業員の数が政令で定める数以上であ

ることその他政令で定める要件に該当する旨の沖縄県知事の認定を

受けることができる。 

２～４項 （略） 

（課税の特例） 

第三十一条 提出情報通信産業振興計画に定められた情報通信産業

振興地域の区域内において情報通信産業又は情報通信技術利用事

業の用に供する設備を新設し、又は増設した法人が、当該新設又は
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